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特集　沿線環境

地盤中には工場などから人為的に排出された有害物質ではなく，重金属が天然に含
まれていることがあります。改正土壌汚染対策法では，このような自然的原因で地
盤に含まれている重金属も対象となりました。そのため，掘削工事の建設発生土は，
直接法の対象ではありませんが，重金属を含む場合には適切に処理をすることが求
められています。そこで，地盤中に自然に含まれる重金属の環境への影響を適切に
評価する必要が生じています。
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☞ 硫化鉱物
金属元素が硫黄と結合している鉱物を
硫化鉱物といいます。主な硫化鉱物と
しては，黄鉄鉱（FeS2），閃亜鉛鉱
（ZnS），方鉛鉱（PbS），辰砂（HgS）
などがあります。硫黄の一部がヒ素
（As）やセレン（Se）などに置き換わっ
た硫化鉱物もあります。日本の多くの
鉱山では硫化鉱物を採掘し製錬してい
ました。

☞ 続成作用
堆積したばかりの柔らかな堆積物が圧
密とセメント化によって硬い岩石に
なっていく過程をいいます。上からの
荷重により，堆積物中の隙間がなくな
り粒子同士がくっついて押し固められ
る作用と堆積物中の隙間を通る地下水
から炭酸カルシウムなどが沈殿して隙
間が埋められる作用があります。

設発生土からの酸性水や重金属の溶出

が問題となった事例も報告されていま

す。鉱山周辺では硫化鉱物が濃集して

いる箇所があるため，土木工事の際に

鉱山と同様な環境問題が起こることが

ありますが，都市部でも同じような問

題が生じることがあります。

　東京や大阪など都市部の自然地盤の

地質は，一般に海中で堆積した堆積物

からなります。これらは堆積時に海水

を取り込みますが，海水には様々な重

金属と硫酸が含まれ，続成作用（☞参

照）の間に重金属を含んだ硫化鉱物が

堆積物中に生成されます。このため，

都市部の地質にも重金属が含まれるこ

とがあるのです。

　このような地盤中の重金属による環

境汚染の問題は，地盤に含まれる黄鉄

地盤中の重金属と環境汚染
　地盤中の重金属による環境汚染とし

て最も知られているのは，鉱山周辺で

の鉱害問題でしょう。鉱山周辺には熱

水（高温の地下水）の活動により，銅，

鉛，亜鉛などの重金属を含む硫化鉱物

（☞参照）が多く分布しています（図1）。

鉱山ではこれを採掘していますが，こ

の時に発生する坑道からの湧水や残

土処分地からの浸出水は強酸性で重

金属を多く含むため，それらが流入す

る河川水などの水質の悪化が社会問題

となっていました。例えば，足尾銅山

の鉱毒問題，神通川のイタイイタイ病，

土呂久鉱山のヒ素問題などが有名です。

　また近年は，土木工事でも周辺環境

への影響が問題とされ，掘削工事の建
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☞ 溶出量試験（公定法）
公定法とは分析化学などの分野で成分
分析を行う際，国際機関や国家などに
より指定された方法のことをいいま
す。土壌汚染調査の溶出量試験は，平
成 15 年 3 月環境省告示第 18 号に定
められています。

図1　硫化鉱物の濃集部（鉱脈） 図2　地盤中の黄鉄鉱

図3　八甲田トンネルでの判定手順1）

鉱（図2）などの硫化鉱物が酸素を含ん

だ降水や地下水と接触し，酸化・分解

することが原因と考えられています。

土壌汚染対策法と建設発生土
　平成15年2月に施行された「土壌汚

染対策法（以下，旧法）」は人為的な土

壌の汚染を対象とし，建設発生土のよ

うな自然的な原因に由来する重金属は

対象外とされていました。しかし，平

成22年4月に施行された「改正土壌汚

染対策法（以下，改正法）」では，自然

的原因で有害物質を含む土壌も法の対

象となりました。

　しかし，法に定める土壌汚染調査

での溶出量試験（公定法）（☞参照）で

は，「破砕することなく，自然状態に

おいて2ミリメートル目のふるいを通

過させて得た土壌」が対象とされ，ま

た調査は「当該位置から深さ50センチ

メートルまでの土壌が地表から深さ

10メートル以内にある場合に限る」と

されています。そのため，トンネル

を掘削した場合に排出される発生土の

取り扱いについては明確ではなく，発

生土自体は改正法においてもその対象

多くのトンネル工事現場では，鉱山周

辺だけではなく，都市部などの地盤を

対象とした工事でも発生土の処分に細

心の注意を払うようになりました。

掘削工事での重金属の評価事例
　東北新幹線八甲田トンネルは，旧法

の施行前に着工されたため，公定法で

はなく，独自の重金属の溶出に関する

岩石の判定手法（図3）により，対策が

必要と評価された発生土を「管理型」，

必要がない発生土を「一般型」と区分

しました1）。本事例では，肉眼鑑定，

溶出試験，全岩化学組成分析など複数

の試験結果から総合的に評価していま

す。また，判定は日々のトンネル工事

の工程への影響をできる限り少なくす

るため，判定までの所要時間を24時

間以内としている点も大きな特徴です。

　旧法施行以降のトンネル工事では，

公定法により重金属の溶出性を評価し

ている事例が多くみられます。前述の

ように公定法の対象は2mmふるい通

過分の土壌ですが，建設発生土の大部

分は2mmより大きいので，2mm以

下に粉砕して試験に供している事例が

ほとんどです。しかし，粉砕すること

により，実際の発生土に比べて比表面

積が大きくなり，また結晶構造の歪み

が生じて反応性が高くなるため，過剰

な評価となることが指摘されています。

また，公定法では6時間撹拌すること

が必要であり，重金属の分析にも時間

を要するため，施工中に逐次評価する

手法としては適していません。

　そのため，公定法だけではなく他の

試験による評価を併用している事例が

見られます。例えば仙台地下鉄では，

2mm以下に粉砕した試料を用いた公

定法に準拠した溶出試験で短期溶出特

性を評価し，過酸化水素水を用いた促

進溶出試験により長期溶出特性を評価

しています2）。

　公定法は結果が得られるまでに時間

を要するため，多くの場合に事前調査

で実施されています。また，施工中で

は先進ボーリングで採取されたコア試

料を用いて実施し，掘削前に評価する

事例が多くみられます。

新しい評価方法の検討
　公定法のような溶出試験には，前述

の実際との粒径の相違，過大な反応性

などの問題のほかに，処分地における
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外であると認識される場合が

多いようです。しかしながら，

重金属を含んだ発生土を埋め

立てた場所を再開発する際に

は法の対象となりうることや

工事箇所周辺の環境の保全が

より強く求められることから，
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図4　ステップバッチ試験の概要

図5　ステップバッチ試験と公定法の比較

図6　ステップバッチ試験とカラム試験の比較図7　溶出シミュレーション結果の例

地下水流動の影響や長期的な溶出特性

が評価できないといった問題もありま

す。そこで，多くの研究機関が様々な

試験・評価方法を検討しています3）。

溶出特性の評価

　ここでは，鉄道総研が検討した短期

的および長期的な溶出特性をともに評

価する方法を紹介します。

ステップバッチ試験

　ステップバッチ試験は，容器の中に

試料と溶媒を入れ反応させるバッチ式

溶出試験に数段階のステップを設け，

ステップごとに新しい溶媒（水）に交

換する方法です（図4）4）。溶媒の交換

により，処分地内での地下水流動によ

る重金属の移動を模擬しています。試

料の粒径は任意ですが，発生土の実状

を考慮し，2～10mmの粒径の試料で

試験を行うことを提案しています。

　最初のステップの試験結果と公定法

による結果を比較するとほぼ同様の傾

向を示します（図5）。したがって，こ

の試験でも公定法と同様の評価を行う

ことができます。また，水の流動と長

期的な水質変化を検討するために，筒

状の容器に試料をつめてその中を常時

通水させるカラム式溶出試験が行われ

ることがあります。ステップバッチ試

験とカラム式試験における水質変化を

比較するとどちらも電気伝導率が減少

します（図6）ので，ステップバッチ試

験でも地下水流動の影響や長期的な溶

出傾向を評価できます。

溶出シミュレーション

　公定法のようなバッチ式溶出試験に

おける水質の時間変化をシミュレー

ションする手法を確立しました5）。こ

のシミュレーションでは鉱物の溶解を

熱力学に基づいてモデル化しています。

　このシミュレーションによると，

バッチ式溶出試験でも水質は刻々と変

化し，試験で得られる結果はある経過

時間での水質を表していることがわか

ります（図7）。また，短時間で溶出す

る重金属と長時間経過後に溶出する重

金属があることがわかり，経過時間に

より対策の対象となる重金属が変わる

ことがわかります（図7）。

周辺環境への影響評価

　これまで，建設発生土の処分地から

の重金属の拡散を定量的に評価した施

工事例はありません。土木研究所はサ

イト概念モデルに基づき，周辺地下水

などへの影響を浸透流解析により評価

する手法を提案しています3）。この時，

処分地からの重金属の溶出量を公定法

の結果から推定する手法が示されてい

ます。

　鉄道総研では，移流拡散解析に前述

の溶出シミュレーションを取り入れ，

処分地内および周辺土壌での鉱物の溶

解による重金属の溶出とこれらの粘土

鉱物などへの吸着を考慮した移流拡散

解析による影響評価手法について検討

しています。この手法により，処分地

内での重金属濃度の時間変化や周辺土

壌での重金属の濃度分布や拡散程度を

見積もることができます（図8）。

地盤中の重金属への対応の流れ
　これまでの経緯や改正法への対応，

新たな評価手法の動向をみると，トン

粒径2～
10mm

攪拌

溶媒を交換

ステップ1(1日間) ステップ2(7日間) ステップ3(21日間)

溶媒を交換

2

3

4

5

6

7

0 10 20 30
経過時間（時間）

初期pH
公定法：pH=5.8～6.3調整
ステップバッチ試験：pH=6.0

公定法
ステップバッチ試験

初期pH

pH

0

50

100

150

200

0 200 400 600 800 1000

経過時間（時間）

カラム試験
ステップバッチ試験

電
気
伝
導
率
(m
S
/m
)

1 10 100 1000
10-4

10-3

10-2

10-1

100

101

102  Cd [0.138]
 Zn [2.76]
 Se
 pH [3.4]

[  ]内は溶出量試験の値
As,Pbは試験では不検出

経過時間（日）

溶
液
中
の
元
素
濃
度
 (
m
g/
l)

2

3

4

5

6

7

8

溶
液
の
pH

溶出量試験値の推定

長期的な溶出水の水質変化予測

対策時期･期間の予測



  Vol.69  No.7  2012.7   23

文  献
1）太田岳洋，他：掘削残土からの酸性水
溶出に関する岩石特性評価，鉄道総
研報告，Vol.18，No.9，pp.59-64，
2004.9

2）門間聖子，他：仙台市内に分布する竜
の口層の岩石の重金属溶出特性につ
いて，日本応用地質学会平成20年度
研究発表会講演論文集，pp.75-76，
2008.10

3）土木研究所：建設工事における自然由
来重金属等含有岩石・土壌への対応マ
ニュアル（算定版）（案），土木研究所
資料第4156号，2010.10

4）石原朋和，他：ステップバッチ試
験による岩石溶出特性に関する検
討，日本応用地質学会平成23年度研
究発表会講演論文集，pp.165-166，
2011.10

5）太田岳洋，他：熱力学シミュレーショ
ンから見た溶出量試験，日本応用地質
学会平成23年度研究発表会講演論文
集，pp.85-86，2011.10

6）服部修一，太田岳洋：重金属などを含
む掘削残土の分別処理方法，トンネル
と地下，Vol.39，No.10，pp. 747-
757，2008.10

図8　処分地から周辺土壌への重金属拡散シミュレーション 図9　自然地盤の重金属への対応フロー

ネル工事における地盤中の重金属への

対応は，図9に示すような流れ6）で行

うことが望ましいと考えます。

　まず，事前調査として以下の調査を

行います。①資料調査：鉱山跡などの

分布を把握します。②地表調査：重金

属濃集箇所を把握し，ボーリング計画

を立案します。③ボーリング調査：地

質状況を把握し，コア試料を採取しま

す。④コア試料分析：全岩分析により

重金属含有量，溶出試験により溶出特

性を把握します。溶出試験に際しては，

全岩分析で含有が確認された重金属に

ついて試験を行うことが望ましいと考

えられます。⑤要対策区間長の推定：

要対策区間を推定します。⑥処分地に

関する調査：処分容量の算出と最適位

置の決定を行い，予定地周辺の河川水・

地下水・地盤・水利用状況の現状把握

し上で，構造を検討します。

　施工中には以下のような調査を実施

します。⑦掘削時の切羽観察：地質状

況を確認します。⑧定期的な処分地の

モニタリング：浸出水水質の経時的変

化を確認します。モニタリングは，施

工終了後もある程度の期間は継続する

ことが重要です。

あとがき
　地盤中の重金属の溶出評価への公定

法の適用についての科学的根拠や長期

的な溶出リスクの評価法，周辺環境へ

のリスク評価法などが確立されていな

いため，今後これらの課題に取り組む

必要があります。また，今回示した調

査・評価方法や対応方法では，建設発

生土の処分地周辺の元来の状況と発生

土からの浸出水の関係，およびそれに

対応した対策，モニタリング手法を関

係機関などに理解してもらうためのリ

スクコミュニケーションが重要となり

ます。このリスクコミュニケーション

手法の確立も今後の重要な課題です。

　なお，ここで紹介した成果の一部は，

環境研究総合推進費の助成を受け実施

しました。
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